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回次
第158期

中間連結会計期間
第159期

中間連結会計期間
第158期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 (百万円) 27,098 27,957 52,993

経常利益 (百万円) 1,655 2,233 2,802

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
(百万円) 1,127 1,468 1,866

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 3,094 2,291 5,216

純資産額 (百万円) 56,342 59,601 57,764

総資産額 (百万円) 78,701 83,908 82,709

１株当たり中間

（当期）純利益
(円) 48.65 63.81 80.60

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 71.0 70.4 69.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 124 2,937 4,978

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,099 △1,436 △3,949

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,083 △2,031 1,453

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
(百万円) 10,867 13,741 14,229

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については潜在株式がないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、インバウンド需要の拡大や雇用・所得環境の改善等を背景に、

景気は緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、為替の変動や不安定な国際情勢を起因とする原燃料価

格の高止まり、中国の国内需要の低迷による経済の下振れ懸念等、依然として先行きは不透明な状況で推移しま

した。

このような状況の下、当社グループは、中期経営計画「MOVING-10 STAGE２」を本年に策定し、成長事業であ

る化粧品原料及び電子材料分野の更なる拡大と新規事業創出に取り組むとともに、汎用製品分野では市場環境の

変化に応じて事業構造の改革を行うことで、より一層の企業価値向上を図ってまいりました。

その結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、微粒子酸化チタンを中心に化粧品向け機能性微粒子製

品の販売が好調であったとともに、車載用コンデンサ向け導電性高分子薬剤の販売が伸長したこと等により、売

上高は279億５千７百万円（前年同期比3.2％増）となりました。営業利益は21億８千３百万円（前年同期比

55.6％増）、経常利益は22億３千３百万円（前年同期比34.9％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は14億６

千８百万円（前年同期比30.3％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

機能性材料事業の売上高は148億３百万円（前年同期比6.5％増）、セグメント利益は11億２千４百万円（前年

同期比172.6％増）となり、電子材料・化成品事業の売上高は125億９千４百万円（前年同期比0.1％増）、セグ

メント利益は９億３千６百万円（前年同期比7.7％増）となり、その他の売上高は５億５千９百万円（前年同期

比8.5％減）、セグメント利益は１億２千３百万円（前年同期比4.3％増）となりました。

(2）財政状態の分析

当中間連結会計期間末の資産総額は、839億８百万円（前連結会計年度末比11億９千９百万円増加）となりま

した。これは主に、商品及び製品が８億６千２百万円、有形固定資産のうち熊山工場の機能性微粒子製品製造の

ための設備投資などにより建設仮勘定が８億７千６百万円、それぞれ増加し、現金及び預金が４億８千７百万円

減少したことによります。

負債合計は、243億６百万円（前連結会計年度末比６億３千７百万円減少）となりました。これは主に、長期

借入金が７億９千２百万円減少したことによります。

純資産合計は、596億１百万円（前連結会計年度末比18億３千６百万円増加）となりました。これは主に、利

益剰余金が10億８百万円、為替換算調整勘定が５億９千７百万円、その他有価証券評価差額金が１億７千３百万

円、それぞれ増加したことによります。

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より４億８

千７百万円減少し、137億４千１百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動による資金は、29億３千７百万円の収入（前年同期比28億１千２百万円

収入額の増加）となりました。主な要因は、税金等調整前中間純利益21億５千６百万円、減価償却費13億２千万

円のほか、棚卸資産の増加額９億１千６百万円によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動による資金は、14億３千６百万円の支出（前年同期比６億６千３百万円

支出額の減少）となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出13億３千万円によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動による資金は、20億３千１百万円の支出（前年同期は10億８千３百万円

の収入）となりました。主な要因は、長期借入金の返済による支出18億７千５百万円、配当金の支払額４億６千

万円によるものであります。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

(5）研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は４億９千８百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 75,000,000

計 75,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,414,414 24,414,414
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は100株であ

ります。

計 24,414,414 24,414,414 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年４月10日

(注)
△1,000,000 24,414,414 － 9,855 － 2,467

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2024年３月29日開催の取締役会決議における、自己株式の消却による減少であります。
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

CACEIS BANK/QUINTET LUXEMBOURG 

SUB AC / UCITS CUSTOMERS ACCOUNT

(常任代理人　香港上海銀行東京支

店カストディ業務部)

1-3 PLACE VALHUBERT 75013 PARIS 

FRANCE

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

2,247 9.76

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口)
東京都港区赤坂１丁目８番１号 1,921 8.34

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 1,784 7.75

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 1,630 7.08

山田産業株式会社 和歌山県和歌山市築港１丁目12番１号 1,470 6.38

みずほ信託銀行株式会社退職給付信

託 みずほ銀行口 再信託受託者 株

式会社日本カストディ銀行

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,009 4.38

株式会社日本カストディ銀行(信託

口)
東京都中央区晴海１丁目８番12号 908 3.94

テイカグループ持株会 大阪市中央区谷町４丁目11番６号 864 3.75

中央日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関１丁目４番１号 694 3.01

関西ペイント株式会社 大阪市北区梅田１丁目13番１号 612 2.66

計 － 13,142 57.09

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

サマラン ユーシッツ

（SAMARANG UCITS）

ルクセンブルグ、L-2163 モントレ

ー通り 11a(11a Avenue Monterey L

-2163 Luxembourg）

株式　2,559,000 9.96

（５）【大株主の状況】

（注）１．テイカグループ持株会は、当社と取引のある販売代理店、原材料仕入先及び協力会社等が会員となって継続

的に資金を拠出し、当社株式を取得する会であります。

２．「みずほ信託銀行株式会社退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行」の持

株数1,009千株については、委託者である株式会社みずほ銀行が議決権の指図権を留保しております。

３．2021年８月12日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に係る変更報告書において、サマラン ユー

シッツ（SAMARANG UCITS）が2021年８月４日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けております

が、当社として2024年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

は、株主名簿上の所有株式数に基づき記載しております。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりです。
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2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,395,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,965,500 229,655 －

単元未満株式 普通株式 53,514 － －

発行済株式総数 24,414,414 － －

総株主の議決権 － 229,655 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

テイカ株式会社

大阪市大正区

船町１丁目３番47号
1,395,400 － 1,395,400 5.72

計 － 1,395,400 － 1,395,400 5.72

②【自己株式等】

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
上席執行役員

取締役
上席執行役員
東京支店長

村田　悦宏 2024年８月１日

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、清稜監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,308 13,820

受取手形及び売掛金 15,731 15,250

電子記録債権 ※ 536 558

商品及び製品 9,625 10,487

仕掛品 2,401 2,312

原材料及び貯蔵品 6,193 6,475

その他 298 348

貸倒引当金 △5 △2

流動資産合計 49,089 49,249

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,755 7,086

機械装置及び運搬具（純額） 6,323 5,966

その他（純額） 4,315 5,215

有形固定資産合計 17,395 18,267

無形固定資産

のれん 1,203 1,196

その他 206 157

無形固定資産合計 1,410 1,354

投資その他の資産

投資有価証券 13,365 13,620

その他 1,468 1,436

貸倒引当金 △20 △20

投資その他の資産合計 14,814 15,036

固定資産合計 33,619 34,658

資産合計 82,709 83,908

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 6,118 6,269

短期借入金 3,820 3,153

未払法人税等 407 702

賞与引当金 379 386

その他 3,384 3,737

流動負債合計 14,110 14,249

固定負債

長期借入金 5,710 4,918

退職給付に係る負債 2,928 2,888

その他 2,194 2,250

固定負債合計 10,834 10,057

負債合計 24,944 24,306

純資産の部

株主資本

資本金 9,855 9,855

資本剰余金 6,477 5,472

利益剰余金 34,746 35,755

自己株式 △2,416 △1,406

株主資本合計 48,663 49,677

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,389 7,563

為替換算調整勘定 1,056 1,653

退職給付に係る調整累計額 176 174

その他の包括利益累計額合計 8,622 9,391

非支配株主持分 478 532

純資産合計 57,764 59,601

負債純資産合計 82,709 83,908

- 9 -



（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

売上高 27,098 27,957

売上原価 22,443 22,501

売上総利益 4,654 5,456

販売費及び一般管理費 ※ 3,251 ※ 3,272

営業利益 1,402 2,183

営業外収益

受取利息 7 15

受取配当金 134 157

為替差益 133 －

その他 38 54

営業外収益合計 313 228

営業外費用

支払利息 40 62

為替差損 － 92

その他 19 23

営業外費用合計 60 178

経常利益 1,655 2,233

特別損失

固定資産除却損 52 76

特別損失合計 52 76

税金等調整前中間純利益 1,603 2,156

法人税、住民税及び事業税 388 672

法人税等調整額 65 △15

法人税等合計 454 657

中間純利益 1,148 1,499

非支配株主に帰属する中間純利益 21 30

親会社株主に帰属する中間純利益 1,127 1,468

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

中間純利益 1,148 1,499

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,537 173

繰延ヘッジ損益 △20 －

為替換算調整勘定 420 621

退職給付に係る調整額 7 △2

その他の包括利益合計 1,945 792

中間包括利益 3,094 2,291

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 3,048 2,237

非支配株主に係る中間包括利益 46 54

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 1,603 2,156

減価償却費 1,384 1,320

のれん償却額 153 170

受取利息及び受取配当金 △142 △173

支払利息 40 62

売上債権の増減額（△は増加） △1,034 710

棚卸資産の増減額（△は増加） △201 △916

仕入債務の増減額（△は減少） △1,574 △22

その他 436 △142

小計 665 3,164

利息及び配当金の受取額 142 173

利息の支払額 △40 △62

法人税等の支払額 △642 △338

営業活動によるキャッシュ・フロー 124 2,937

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,684 △1,330

投資有価証券の取得による支出 △3 △4

その他 △411 △101

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,099 △1,436

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,443 △194

長期借入れによる収入 － 500

長期借入金の返済による支出 △975 △1,875

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △416 △460

その他 31 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,083 △2,031

現金及び現金同等物に係る換算差額 177 42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △714 △487

現金及び現金同等物の期首残高 11,582 14,229

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 10,867 ※ 13,741

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸

表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適

用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡

及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結

会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計年度
（2024年９月30日）

電子記録債権 4百万円 －百万円

電子記録債務 3　〃 －　〃

（中間連結貸借対照表関係）

※　中間会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理をしております。

なお、前連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、前連結会計年度末残高に

含まれております。

　前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

　　至  2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

　　至  2024年９月30日）

運送費及び保管費 1,091百万円 1,117百万円

研究開発費 529　〃 498　〃

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費で主なもの

前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

現金及び預金 10,946百万円 13,820百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △79　〃 △79　〃

現金及び現金同等物 10,867　〃 13,741　〃

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月10日

取締役会
普通株式 417 18.0 2023年３月31日 2023年６月９日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月８日

取締役会
普通株式 417 18.0 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月10日

取締役会
普通株式 460 20.0 2024年３月31日 2024年６月10日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月７日

取締役会
普通株式 414 18.0 2024年９月30日 2024年12月３日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後

となるもの

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後

となるもの

３．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の消却）

　当社は、2024年３月29日開催の取締役会において、会社法第178条に基づく自己株式の消却をすること

を決議し、2024年４月10日付で自己株式1,000,000株の消却を実施いたしました。この結果、当中間連結

会計期間において、資本剰余金が1,007百万円、自己株式が1,007百万円それぞれ減少しました。
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（単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

機能性材料
事業

電子材料・
化成品事業

計

売上高

外部顧客への売上高 13,905 12,580 26,486 611 － 27,098

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 646 (646) －

計 13,905 12,580 26,486 1,257 (646) 27,098

セグメント利益 412 869 1,281 118 2 1,402

（単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

機能性材料
事業

電子材料・
化成品事業

計

売上高

外部顧客への売上高 14,803 12,594 27,398 559 － 27,957

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 679 (679) －

計 14,803 12,594 27,398 1,239 (679) 27,957

セグメント利益 1,124 936 2,060 123 (0) 2,183

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、エンジニア

リング等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額２百万円は、セグメント間取引消去額によるものです。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、エンジニア

リング等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去額によるものです。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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報告セグメント
その他
（注）

合計
機能性材料

事業
電子材料・
化成品事業

計

日本 9,943 4,822 14,766 611 15,377

タイ 382 3,880 4,262 － 4,262

その他 3,579 3,877 7,457 － 7,457

顧客との契約から生じる収益 13,905 12,580 26,486 611 27,098

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 13,905 12,580 26,486 611 27,098

報告セグメント
その他
（注）

合計
機能性材料

事業
電子材料・
化成品事業

計

日本 10,483 5,248 15,731 559 16,291

タイ 325 3,746 4,072 － 4,072

その他 3,994 3,599 7,594 － 7,594

顧客との契約から生じる収益 14,803 12,594 27,398 559 27,957

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 14,803 12,594 27,398 559 27,957

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円)

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、エンジニア

リング等を含んでおります。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円)

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、エンジニア

リング等を含んでおります。
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

　１株当たり中間純利益 48.65円 63.81円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 1,127 1,468

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
1,127 1,468

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,176 23,016

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

　当社は、2024年11月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について以下の通り決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上および株主還元の充実を図るため

２．自己株式の取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類

当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数

200,000株（上限）

（３）株式の取得価額の総額

400百万円（上限）

（４）取得期間

2024年11月８日から2025年３月21日まで

（５）取得方法

東京証券取引所における市場買付け

（自己株式の消却）

　当社は、2024年11月７日の取締役会において、自己株式の保有・消却に係る基本方針に則り、保有する自己

株式の一部を会社法第178条の規定に基づき、以下の通り消却することを決議いたしました。

１．自己株式の消却の目的

資本効率の向上および株主還元の充実を図るため

２．消却に関わる事項の内容

（１）消却する株式の種類

当社普通株式

（２）消却する株式の総数

500,000株（消却前の発行済株式数に対する割合 2.05％）

（３）消却予定日

2024年11月19日

（４）消却後の発行済株式総数

23,914,414株
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２【その他】

（１）期末配当

2024年５月10日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額………………………………………460百万円

② １株当たりの金額…………………………………20円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月10日

（注）2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

（２）中間配当

2024年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

① 配当金の総額………………………………………414百万円

② １株当たりの金額…………………………………18円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月３日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

- 18 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月11日

テイカ株式会社

取締役会　御中

清稜監査法人

　大阪事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 加　賀　谷　　　　剛

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岸　田　　　　忠　郎

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中　村　　健　太　郎

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

るテイカ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024
年４月１日から2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間
連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中
レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、テイカ株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を
適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビュー
における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして
いる。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間
連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと
信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸
表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビ
ュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含め
た中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を
入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた
めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上



【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年11月13日
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【代表者の役職氏名】 代表取締役　社長執行役員　　出　井　俊　治

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長執行役員出井俊治は、当社の第159期中(自2024年４月１日　至2024年９月30日)の半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。


